
第8回視覚障害者等の読書環境の整備の推進に係る関係者協議会資料（関係省庁等）

所属

基本計画
資料番

号

①
総論（２）  国
民等への周

知

②

Ⅲ.１   視覚障
害者等による
図書館利用に
係る体制整備
等（第９条関

係）

厚ー１

厚ー２

　障害者やその家族等に公立図書館や点字図書館等でど
のようなサービスが行われているのか、またどのような本
があるのかを知ってもらうための啓発用リーフレット※を
作成し、HPでの公開や、自治体を通じて地方公共団体の
障害福祉、公立図書館、学校図書館、特別支援教育等の関
連部署や域内の行政機関窓口、福祉施設、公立図書館、学
校図書館、特別支援学校等を利用する障害児・者及びその
家族などに周知した。

※啓発用リーフレットの内容：
・読書バリアフリー法の紹介
・公立図書館、点字図書館、サピエ図書館、国立国会図書

館等で利用できるサービス
・アクセシブルな書籍・支援機器の種類
・関係団体からのメッセージ　　等

-

　引き続き、HPやリーフレット等を通じて、図書
館における各種サービス、インターネットを介し
た図書の利用など、関連施策の紹介について定
期的に発信するとともに、関係団体や地方公共
団体に対しても積極的な周知を依頼する。

-

【点字図書館における取組の充実】
　点字図書館【資料：厚ー１】におけるアクセシブルな書籍等
の充実や視覚障害者等の円滑な利用を図るため、地方公
共団体等に対する支援を実施した。また、各都道府県・指
定都市・中核市に対して、点字図書館における視覚障害以
外の障害者の利用促進を図るため、読書環境に関する相
談、情報機器の貸出、サピエの利用登録等について視覚障
害以外の障害者の支援が可能となるよう依頼するととも
に、既に視覚障害以外の障害者を受け入れている点字図
書館等について周知した。

　更に、アクセシブルな書籍等の円滑利用のために実施す
る支援の内容や視覚障害以外の者も含めた利用状況等、
点字図書館における提供体制及び点字出版施設や公立図
書館等も含めた点訳・音訳図書の製作状況についての実
態調査を行った。【資料：厚－２】

-

　令和３年度に実施した実態調査の報告書に基
づき、点字図書館における取組を促進する。

-

令和3年度までの取組 成果 令和４年度（から）の取組 目標

省庁等 厚生労働省
社会・援護局障害保健福祉部

企画課自立支援振興室
役職・氏名 室長　奥出　吉規
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③

Ⅲ.１   視覚障
害者等による
図書館利用に
係る体制整備
等（第９条関

係）

厚ー３

④

Ⅲ.２   イン
ターネットを
利用したサー
ビスの提供体
制の強化（第
10条関連）

厚ー４

⑤

Ⅲ.２   イン
ターネットを
利用したサー
ビスの提供体
制の強化（第
10条関連）

⑥

Ⅲ.３（第11条
第１項関係）
（１）製作基準
の作成等の質
の向上のため
の取組への支

援

⑦

Ⅲ.３（第11条
第１項関係）
（１）製作基準
の作成等の質
の向上のため
の取組への支

援

【点字図書館・公立図書館等の連携強化】
　各都道府県・指定都市・中核市に対して、協議会の設置や
ノウハウの提供など、点字図書館や公共図書館等の連携促
進を図る事業について、活用するよう好事例も含めて周知
した。※再掲

「地域における読書バリアフリー
体制強化事業」実施自治体※再掲
・令和２年度：13自治体
・令和３年度：20自治体
　　　（新規：10自治体）

　点字図書館や公共図書館等の連携促進を図る
事業について、引き続き好事例等を普及の上、
地方公共団体に対する支援を着実に実施する。
※再掲

令和６年度までに「地域におけ
る読書バリアフリー体制強化事
業」を全自治体で実施※再掲

【各インターネットサービスの連携強化】
　各都道府県・指定都市・中核市に対して、協議会の設置や
ノウハウの提供など、点字図書館や公共図書館等の連携促
進を図る事業について、活用するよう好事例も含めて周知
した。※再掲

「地域における読書バリアフリー
体制強化事業」実施自治体※再掲
・令和２年度：13自治体
・令和３年度：20自治体
　　　（新規：10自治体）

　点字図書館や公共図書館等の連携促進を図る
事業について、引き続き好事例等を普及の上、
地方公共団体に対する支援を着実に実施する。
※再掲

令和６年度までに「地域におけ
る読書バリアフリー体制強化事
業」を全自治体で実施

【サピエ図書館への支援強化】
　製作手順の明確化、研修等による音訳者・点訳者等の質
の向上のための取組を促進させるため、サピエ図書館の
運営団体と協議を実施した。
　また、点訳・音訳の実施方法の統一・質の向上に資するよ
う、令和３年度予算における国庫補助事業においてサピエ
図書館の運営団体による点訳奉仕員及び音訳奉仕員向け
研修やマニュアルの作成等に係る経費の拡充を行った。

-

　引き続き、サピエ図書館の運営団体と定期的
に協議を実施しつつ、サピエ図書館に対する支
援を着実に実施する。※再掲

-

【各図書館間の連携強化】
　各都道府県・指定都市・中核市に対して、協議会の設置や
ノウハウの提供など、点字図書館や公共図書館等の連携促
進を図る事業について、活用するよう好事例も含めて周知
した。

「地域における読書バリアフリー
体制強化事業」【資料：厚－３】実施
自治体
・令和２年度：13自治体
・令和３年度：20自治体
　　　（新規：10自治体）

　点字図書館や公共図書館等の連携促進を図る
事業について、引き続き好事例等を普及の上、
地方公共団体に対する支援を着実に実施する。

令和６年度までに「地域におけ
る読書バリアフリー体制強化事
業」を全自治体で実施

【サピエ図書館への支援強化】
サピエ図書館の安定的な運営・利用者の増加に資するよ

う、令和３年度予算における国庫補助事業において広報活
動強化等に係る経費の拡充を行った。【資料：厚－４】

-

　引き続き、サピエ図書館の運営団体と定期的
に協議を実施しつつ、サピエ図書館に対する支
援を着実に実施する。

-
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⑧

Ⅲ.３（第11条
第１項関係）
（１）製作基準
の作成等の質
の向上のため
の取組への支

援

⑨

Ⅲ.５   外国か
らのアクセシ
ブルな電子書
籍等の入手の
ための環境整
備（第13条関

係）

⑩

Ⅲ.６   端末機
器等及びこれ
に関する情報
の入手支援、
情報通信技術
の習得支援
（第14条・第
15条関係）

⑪

Ⅲ.６   端末機
器等及びこれ
に関する情報
の入手支援、
情報通信技術
の習得支援
（第14条・第
15条関係）

厚ー５

厚ー６

【書籍の製作状況の調査】
アクセシブルな書籍等の円滑利用のために実施する支援

の内容や視覚障害以外の者も含めた利用状況等、点字図
書館における提供体制及び点字出版施設や公立図書館等
も含めた点訳・音訳図書の製作状況についての実態調査
を行った。※再掲

-

　令和３年度に実施した実態調査の報告書に基
づき、点字図書館における取組を促進する。※
再掲

-

【マラケシュ条約に基づく視覚障害者等用データの国際交
換サービスの実施】

マラケシュ条約に基づく視覚障害者等用データの国際交
換サービスを開始した（特定非営利活動法人全国視覚障害
者情報提供施設協会）。 -

　引き続き、マラケシュ条約に基づく視覚障害者
等用データの国際交換サービスを着実に実施す
る。（特定非営利活動法人全国視覚障害者情報
提供施設協会）。

-

【点字図書館における取組の充実】
　点字図書館における端末機器等に関する情報の入手支
援、ＩＣＴの習得支援の充実を図るため、地方公共団体に対
する支援を実施した。

　また、各都道府県・指定都市・中核市に対して、点字図書
館が端末機器等に関する情報の入手支援、ＩＣＴの習得支
援を行うにあたり、ＩＣＴサポートセンターと連携するよう
周知した。
　さらに、アクセシブルな書籍等の円滑利用のために実施
する支援の内容や視覚障害以外の者も含めた利用状況
等、点字図書館における提供体制及び点字出版施設や公
立図書館等も含めた点訳・音訳図書の製作状況について
の実態調査を行った。※再掲

-

　令和３年度に実施した実態調査の報告書に基
づき、点字図書館における取組を促進する。※
再掲

-

【障害者ＩＣＴサポート総合推進事業の着実な実施】
　各都道府県・指定都市・中核市に対して、障害者ＩＣＴサ
ポートセンターの設置及び支援対象とする障害種別の拡
大、市町村等と連携した出張教室や相談会等の開催、アウ
トリーチ支援、相談・貸出体制の強化について実施するよ
う周知した。【資料：厚－５】

ＩＣＴサポートセンター設置都道府
県
・令和３年度：28都道府県

　各自治体が設置するICTサポートセンターの
活動を支援する「ICTサポートセンター連携事務
局」を設置し、ICTサポートセンターにおける取
組の好事例の横展開、情報の共有機会の提供等
により、地域における障害者のICT機器利用に
関する相談体制等の充実を図る。【資料：厚－６】

令和６年度までに全都道府県
にＩＣＴサポートセンターを設置
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⑫

Ⅲ.６   端末機
器等及びこれ
に関する情報
の入手支援、
情報通信技術
の習得支援
（第14条・第
15条関係）

⑬

Ⅲ.８   製作人
材・図書館

サービス人材
の育成（第17

条関係）

⑭

Ⅲ.８   製作人
材・図書館

サービス人材
の育成（第17

条関係）

⑮

Ⅲ.８   製作人
材・図書館

サービス人材
の育成（第17

条関係）

⑯

Ⅲ.８   製作人
材・図書館

サービス人材
の育成（第17

条関係）

【点字図書館における取組の充実】
　点字図書館における製作人材等の育成の充実を図るた
め、図書等の点字・音声・テキストデータ化ができる人材養
成を行う事業を実施した。

「地域における読書バリアフリー
体制強化事業」実施自治体※再掲
・令和２年度：13自治体
・令和３年度：20自治体
　　　（新規：10自治体）

　引き続き、点字図書館における製作人材等の
育成の充実を図るため、図書等の点字・音声・テ
キストデータ化ができる人材養成を行う事業に
ついて、引き続き好事例等を普及の上、地方公
共団体に対する支援を着実に実施する。

令和６年度までに「地域におけ
る読書バリアフリー体制強化事
業」を全自治体で実施※再掲

【各図書館等との連携強化】
　各都道府県・指定都市・中核市に対して、協議会の設置や
ノウハウの提供など、点字図書館や公共図書館等の連携促
進を図る事業について、活用するよう好事例も含めて周知
した。※再掲

-

　点字図書館や公共図書館等の連携促進を図る
事業について、引き続き好事例等を普及の上、
地方公共団体に対する支援を着実に実施する。
※再掲 -

【製作人材育成の調査】
アクセシブルな書籍等の円滑利用のために実施する支援

の内容や視覚障害以外の者も含めた利用状況等、点字図
書館における提供体制及び点字出版施設や公立図書館等
も含めた点訳・音訳図書の製作状況についての実態調査
を行った。※再掲

-

　令和３年度に実施した実態調査の報告書に基
づき、点字図書館における取組を促進する。※
再掲

-

-

　引き続き、通知・全国会議等を通じて、法や基
本計画の理念、障害者のニーズや地域の特性等
を踏まえた日常生活用具給付等事業の実施を促
す。

-

【司書等を対象とした研修の実施】
　各地方自治体や点字図書館等が実施主体となり、図書の
製作人材である点訳・音訳をする者の養成研修を実施して
いる。 -

　引き続き、地方公共団体に対する支援を着実
に実施する。

-

課題・補足

【日常生活用具等給付事業の推進】
　地方公共団体による、アクセシブルな電子書籍等を利用
するための点字ディスプレイ、デイジープレイヤー等の端末
機器等の適切な給付が実施されるようにするため、通知・
全国会議を通じて、法や基本計画の理念、障害者のニーズ
や地域の特性等を踏まえた日常生活用具給付等事業の実
施を促した。
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設 置 数 ７６施設（令和３年４月１日時点） ※うち公立５０ヶ所、私立２６ヶ所

事業内容

・無料又は低額な料金で、点字刊行物、視覚障害者用の録音物など視覚障害者が利用
するものを製作する。

・点訳（文字を点字に訳すことをいう。）等を行う者の養成･派遣、点字刊行物等の普
及促進、視覚障害者に対する情報機器の貸し出し、視覚障害に関する相談等を行う。

根 拠 法 身体障害者福祉法第３４条

設備基準
・閲覧室、録音室、印刷室、聴読室、発送室、書庫、研修室、相談室、事務室を設ける他、
点字刊行物及び視覚障害者用の録音物の利用に必要な機械器具

人員基準
・施設長１、司書１以上、点字指導員１以上、貸出閲覧員又は情報支援員１以上、
校正員又は音声訳指導員１以上の他、その他運営に必要な職員

費用負担
・身体障害者保護費負担金により、国１／２を負担。
・令和４年度予算額 19.5億円（聴覚障害者情報提供施設分も含む）

○ 点字図書館においては、点字刊行物や視覚障害者用の録音物の製作や貸出のほか、情報機器の貸出、

視覚障害者に関する相談等に係る事業及び点字刊行物の出版に係る事業を実施しており、その運営に要す

る費用を国が負担している。

事業内容、設置基準等

※設置数は身体障害者保護費負担金における交付対象施設数

点字図書館の概要 厚－１
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厚－２ 

「点字図書館等におけるアクセシブルな書籍等の提供体制及び製作状況に関する調査研究」事業に

ついて 

１．事業名 

「点字図書館等におけるアクセシブルな書籍等の提供体制及び製作状況に関する調査研究」事業 

２．事業実施期間 

令和３年６月から令和４年３月末まで 

３．事業の背景と目的 

 令和元年６月に「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」（通称：読書バリアフリー

法）が公布・施行され、令和２年７月には、同法第７条に基づき、施策の一層の充実を図るため、文

部科学省と厚生労働省が共同で「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する基本的な計画」（通

称：読書バリアフリー基本計画）を策定した。 

 この基本計画では、令和２～６年度に国が講ずる施策の方向性として、視覚障害者等による図書館

の利用に係る体制の整備、アクセシブルな書籍等の製作の支援、端末機器に関する情報の入手支援及

び情報技術の習得支援、アクセシブルな図書等の製作人材の育成などが示されている。 

 これを受けて、同年 10 月に開催された「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に係る関係者協議

会（第６回）」において、点字図書館において実施されている支援の内容や視覚障害以外の者も含め

た利用状況、点字図書館・点字出版施設・公共図書館等におけるアクセシブルな書籍等の製作状況や

製作人材の育成の実情、点字図書館における端末機器等に関する情報の入手支援や ICT の習得支援

の実施状況等の調査を実施することとなった。 

 本事業は、上記を受けて、点字図書館、点字出版施設、公立図書館等を対象としたアンケート調査

やヒアリング調査等を行うことで実態を明らかにし、社会調査、障害福祉、教育等の専門家による検

討委員会等を開催して、調査結果の分析や活用に向けた論点の整理等を行うことを目的としている。 

４．事業実施体制 

 本会理事長・竹下 亘の下、副理事長の川崎 弘が中心になって、検討委員会の開催、アンケート調

査項目のとりまとめ、調査票の発送等を行った。 

アンケート回答の集計は外部機関に委託したが、集計結果をもとに検討委員会で意見交換を行っ

た。また、大学図書館や点字出版施設等については、検討委員がヒアリング調査を行った。 

これらの調査結果とともに、分析・提言を報告書としてとりまとめた。 

５．事業の内容 

（１）検討委員会の開催 

検討委員会委員（９名、50 音順） 

安藤 一博（国立国会図書館関西館） 

川崎 弘（全視情協 理事、視覚障害者総合支援センターちば） 
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佐藤 聖一（日本図書館協会障害者サービス委員会、埼玉県立久喜図書館） 

竹下 亘（全視情協 理事長、日本ライトハウス情報文化センター） 

成松 一郎（有限会社読書工房） 

野口 武悟（専修大学図書館情報学） 

原田 敦史（日本盲人社会福祉施設協議会情報サービス部会、堺市立健康福祉プラザ 

視覚・聴覚障害者センター点字図書館） 

宮城 愛美（筑波技術大学障害者高等教育研究支援センター） 

三宅 隆（日本視覚障害者団体連合） 

第１回検討委員会 

  日時：2021 年６月 18 日（金）13：30 ～ 15：00 

  方法：ZOOM によるオンライン会議 

  議題：１．本検討委員会の任務と、年間スケジュールについて（確認） 

２．アンケート項目について（提案・検討） 

 ３．その他 

第２回検討委員会 

  日時：2021 年８月４日（水）10：00 ～ 12：00 

  方法：ZOOM によるオンライン会議 

  議題：１．アンケート調査項目について 

２．大学への調査について 

３．学校図書館への調査について 

４．その他、意見交換 

第３回検討委員会 

  日時：2022 年２月 22 日（火）10：00 ～ 12：00 

  方法：ZOOM によるオンライン会議 

  議題：１．アンケート結果について 

２．点字出版所へのヒアリング報告 

３．大学図書館へのヒアリング調査について 

４．報告書作成について 

５．今後のスケジュール 

※ 第３回、第４回（実施せず）については、オンラインではなく、委員が一同に会して意見交換を

行う予定であったが、コロナ禍が収束せず、すべての会合がオンライン開催となった。 

※ メーリングリストを活用し、日常的に情報共有を行い、意見交換できる環境を整えた。

（２）アンケート調査 

 検討委員会での意見交換等をふまえ、公立図書館向けのアンケート調査項目、視覚特別支援学校

（盲学校）向けのアンケート調査項目を確定した。 

調査項目の柱は以下のようなものである。 
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① アクセシブルな図書等の製作状況（点字出版施設を含む）

② サービス提供の状況（サピエの利用状況、図書館の貸出数、等）

③ ボランティア等（製作人材）の養成・活動状況

④ ICT 機器の情報提供や利用支援の状況等

それぞれ、10 月末に全国の公立図書館 343 館と全国の視覚特別支援学校（盲学校）67 校宛に発

送した。回答締切を 11 月末として依頼したが、年内（12 月末まで）に回答があったものを有効と

した。結果、公共図書館からは 310 館（回収率 90.4％）、視覚特別支援学校（盲学校）からは 58 校

（回収率 86.6％）の回答を得ることができた。 

 なお、本来であればこの時期の調査は前年度（2020 年度）の実態について問うべきであるが、2020 

年２月に端を発する新型コロナウイルス感染症の拡大防止で、2020 年度は「３密（密集・密接・密

閉）回避」生活を余儀なくされ（いわゆる「コロナ禍」。2022 年３月現在も収束に至っていない）、

特に点字図書館ではボランティア活動が制限されるという大きな影響があった。 

 このため、2020 年度を調査対象にすると、平常年での回答との大きな差異が懸念され、あえて調

査対象を 2019 年度として行ったものである。 

 一方、点字図書館では、（社福）日本盲人社会福祉施設協議会の情報サービス部会が毎年、実態調

査を行っており（内部資料「日本の点字図書館」）、2019 年度の調査はすでに行われていたので、こ

れを参考にさせていただくこととした。また、今回の新たな調査項目については、その部分のみを

「2019 年度分追加調査」として協力いただいた。 

（３）ヒアリング調査 

 大学図書館については、「アクセシブルな書籍等の提供体制」をもつのは、視覚障害学生が在籍す

る場合等に限定されてしまうことから、調査件数が限られてくる。そのため、個別のヒアリング調査

として実施した。 

 また、点字出版物についても調査対象とし、点字出版業界の現状についてはヒアリングで話を伺っ

た。 

ヒアリング調査実施状況

① 大学図書館

国立 A 大学図書館 

調査日時：2022 年１月 27 日（木） 

私立 B 大学障害学生支援室 

調査日時：2022 年３月７日（月）10:00 ～ 11:00 

② 点字出版関係

東京点字出版所 理事長 肥後 正幸 氏 

調査日時：2022 年 1 月 19 日（水）14:00 ～ 16:00 

（４）報告書の作成と配布 

 本事業により、アクセシブルな書籍の提供体制と製作状況について、まとまった調査を実施するこ

とができ、また、アンケートやヒアリングの結果について、社会調査や図書館、障害者教育の専門家

と関係団体で構成する検討委員会メンバーで意見をいただきながら報告書としてまとめることがで

きた。 
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 この報告書は、特に全国の公立図書館（都道府県立ならびに市町村立図書館）に配布することで、

「アクセシブルな書籍等」について理解を深めていただき、点字図書館をはじめとする関係機関との

連携を進めていただくことを願うものである。 

なお、アクセシブルであることに配慮し、活字版（冊子）だけでなく、点字・テキスト等のデータ

を収めたＣＤも同時に作成し、活字版冊子に封入している。 

また、本会ホームページ等にも掲載し、広く周知を図る。 

まとめ 

 令和３年度障害者福祉推進事業「点字図書館等におけるアクセシブルな書籍等の提供体制及び製

作状況に関する調査研究」（以下、本事業）の成果と今後の課題をまとめる。 

 本事業では、従来から（社福）日本盲人社会福祉施設協議会情報サービス部会が実施している「日

本の点字図書館（点字図書館実態調査）」の 2019 年度の調査対象（86 館）に加えて、全国の公共図

書館のうち「サピエ図書館」の加盟館ないしは障害者サービスを実施していると考えられる館あわせ 

て 343 館を抽出し、また、全国の視覚特別支援学校（盲学校）の学校図書館（以下、盲学校図書館）

67 館に対して、アンケート調査を実施した。調査にあたっては、それぞれの館に合致した設問項目

を検討し、主に 2019 年度実績を問う形で調査した（新型コロナの影響を受けていないことを考慮

した措置）。さらに、点字出版施設、大学図書館に対しても、ヒアリング調査を実施した。その結果、

点字図書館は 86 館（100％）、公共図書館は 310 館（90.4％）、盲学校図書館は 58 館（86.6％）の

回答を得た。 

 まず、本事業においては、調査対象を点字図書館に限定せず、ともに「読書バリアフリー」を推進

している公共図書館、盲学校図書館にアンケート調査を、そして点字出版所と大学図書館にヒアリン

グ調査を行ったことで、「サピエ図書館」への加盟状況や「連携」の状況などの相互の関係性が明ら

かとなったことは大きい。アンケートの自由記述回答からは、それぞれの課題も確認でき、そこには

共通する課題が少なくないことも把握できた。 

 次に、館種別に特徴的な点をみると、点字図書館に対しては、これまでの「日本の点字図書館」の

調査項目には含めていなかった ICT 支援に関する調査を追加で実施した。あわせて、アクセシブル

な書籍の製作に携わる点訳、音訳等のボランティアに関する詳細な調査を抽出した 5 館のみである

が調査した。その結果からは、これまで「感覚」として捉えてきた点訳者、音訳者等の高齢化問題（点

訳、音訳等を始める年齢自体も上がっている、経験年数も減少している）がエビデンスとして導き出

されたことは大きな収穫であった。 

 公共図書館については、本事業では、「サピエ図書館」に加盟するなど障害者サービスを実施して

いると考えられる図書館を抽出しての調査であった。障害者サービスを実施していると考えられる

図書館だけを対象とした調査は初めての試みであり、その実態が明らかとなった意義は大きいとい

える。ただし、その結果からは、「特定録音物等発受施設指定」を受けている館が 2 割にとどまるな

ど、サービスの提供は決して十分とは言い難い面も明らかとなった。残りの公共図書館の状況は、い

かばかりか、想像に難くないだろう。 

32



盲学校図書館については、これまで行われてきた調査では把握されてこなかった自館でのアクセ

シブルな書籍の製作状況、ボランティアの状況、「サピエ図書館」や国立国会図書館の「視覚障害者

等用データ送信サービス」の状況が初めて詳らかとなった。かねてより指摘されてきた通り、職員配

置や年間資料購入費の面で厳しい状況が改めて確認できた。この点が「サピエ図書館」への加盟や「連

携」等のネックになっているものと考えられる。 

 どの館種にも共通する課題を整理したい。まずは、アクセシブルな書籍の製作についてである。著

作権法第 37 条の権利制限に基づく点訳、音訳、テキストデータ化については、ボランティアの協力

が不可欠であるが、点訳、音訳、テキストデータ化のボランティアのいずれもが 60 歳以上が多くを

占めており、資料製作の維持が困難になる状況がいずれくる可能性があることが示されたといえる。

資料製作能力の維持・拡大のために、新しい方法による人材育成が必要になるが、点字図書館の正職

員数は平均で約 6 人、公共図書館でも障害者サービス担当職員 5 人以下が約 75% を占める状況

であり、図書館側に新しいボランティアの育成や新しい方法を模索する人的余裕がない状況も推察

される。大学との連携により、ボランティアの活動を大学の単位として認定することによって学生の

参加を促し、当面の人材を確保するなど、社会リソースの幅広い活用も視野に入れた対策の検討が必

要だろう。視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（以下、読書バリアフリー法）に基づ

く省庁や出版社の取り組みにより、アクセシブルな書籍が商業的に出版されるようになったとして

も、大量部数を同時に刊行する商業出版の性格上、様々な障害を理由に読書が困難な方一人一人に対

応するような、きめ細やかな対応は現実的には難しいと思われる。そのため、著作権法第 37 条の権

利制限に基づく資料製作の重要性は今後も変わらない。当然のことではあるが、中長期的な資料製作

体制の維持・充実のためには、点字図書館、公共図書館、盲学校図書館、大学図書館の職員体制の整

備が求められる。 

 次に、アクセシブルな書籍の共有についてである。「サピエ図書館」や国立国会図書館の「視覚障

害者等用データ送信サービス」がシステム連携だけではなく、収集範囲の点で役割を分担することで、

全国の公共図書館、点字図書館、盲学校図書館、大学図書館等が著作権法第 37 条に基づいて製作し 

たデータの全国的な共有が形としては実現している。しかし、両者ともまだ加盟館ないし送信承認館

となっている館は公共図書館、盲学校図書館では限られている。盲学校図書館にあっては、年間資料

購入費の規模があまりにも小さく、「サピエ図書館」の年会費 4 万円の捻出が困難な盲学校図書館が

少なくないものと推察される。一方、年会費の支払いを求めていない国立国会図書館の「視覚障害者

等用データ送信サービス」は、盲学校図書館にとって有力な選択肢になるべきはずだが、送信承認館

はわずか５館（8.6％）に止まっている。まだ「サピエ図書館」と「視覚障害者等用データ送信サービ

ス」を知らない図書館もあり、より一層の広報、周知の取り組みも必要といえよう。

繰り返しになるが、これまでは図書館の種類ごとに調査や議論が行われるきらいがあった。しかし、

本事業により、図書館の枠を超えて調査を行えたことは、読書バリアフリー法の目的である「障害の

有無にかかわらず全ての国民が等しく読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる

社会の実現」に向けた大きな一歩であるといえよう。本事業の成果が、これからの行政の施策や、各

図書館の取り組みに生かされることを願っている。 
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１ 目的

視覚障害者等（＝視覚障害、発達障害、肢体不自由等の障害により、書籍について、視覚による表現の認識が困難な者）が、地域
においてより身近に読書が楽しめるよう、読書バリアフリーに向けた地域における環境整備のための取組を総合的に実施することに
より、視覚障害者等の読書環境の整備を図ることを目的とする。

２ 実施主体
都道府県、指定都市及び中核市（令和３年度実施主体：10都道府県、５指定都市、５中核市）

３ 事業内容
（１） 点字図書館と公共図書館等の連携強化

点字図書館と公共図書館等が連携できるよう、協議会の場を設けるほか、点字図書館から公共図書館等に対して対面朗読サー
ビスやサピエの利用にあたっての支援に関するノウハウの提供やサービス実施の充実に向けた研修会等を実施する。

（２） 視覚障害以外の障害者に対する利用促進に対する支援

視覚障害のみならずその他の障害（上肢障害や識字障害など）のある者のサピエ等の利用促進にかかる取組（障害者団体との
協議会の設置など）や、視覚障害以外の障害に関する接遇や留意点等の研修を実施。

（３） 地域における図書等の点字・音声・テキストデータ化ができる人材養成の強化
点字図書館と公共図書館の連携に併せて、地域における点訳奉仕員・音訳奉仕員の養成の推進にも取り組む。

（４） その他読書バリアフリー体制の強化に資する取組

４ 留意事項

事業の実施に当たっては、「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法）」等を踏まえ、地域の関係
機関等（公立図書館や学校図書館、障害者団体等）と連携を図りながら取り組むこと。

事業概要

地域における読書バリアフリー体制強化事業

※地域生活支援促進事業（国庫補助率：１／２）の一つとして実施。
※令和４年度予算額：地域生活支援事業費等補助金（518億円）の内数

厚－３
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「サピエ」は、インターネットを通して、全国の視覚障害者等、ボランティア、情報提供施設・団体をつなぐ「知識」（Ｓａｐｉｅｎｔｉａ サピエンティア ＝ ラテン語）の広場。 全国の会員施
設・団体が製作または所蔵する資料の目録ならびに点字・音声図書出版目録からなる、点字図書や録音図書の全国最大の書誌データベース（約７７万件）として広く活用されて
いる。２３万タイトルの点字データを保有し、１０万タイトルの音声デイジーデータのダウンロードやストリーミングが可能であり、個人会員はこの点字・デイジーデータを全国どこか
らでも、あるいは海外にいてもダウンロードが可能で、読みたい本を自由に選べ、直接入手でき、視覚障害者等の読書の自由が広がっている。

○ 「サピエ」は、視覚障害者及び視覚による表現の認識に障害のある者に対して点字、デイジーデータ（音声、
テキストを利用したデータ）の情報を提供するＩＴネットワークであり、日本点字図書館がシステムを管理し、
全国視覚障害者情報提供施設協会が運営を行っている。

○ 国は事業に要する経費の一部を助成している。（令和４年度予算額：１．２億円）

（ 「サピエ」視覚障害者情報総合ネットワークＨＰから）（一部数値は更新）

全国の点字図書館

全国の視覚障害者（約３１万人）

来館、電話、手紙、ＦＡＸによる貸出申し込み

視覚障害者用図書の貸出・製作

来館または郵送にて貸出

点字、デイジーデータを無
料でダウンロードすること
ができ、パソコン等で視聴
が可能。

サピエは全国の点字図
書館と書誌データ及び貸
出状況を共有しており、
サピエ経由での貸出依
頼が可能。

国会図書館
「視覚障害者用データ送信サー
ビス」

・学術文献録音図書DAISY資料

・公共図書館が製作し国会図書
館が収集した音声DAISYデータ・
点字データ

視覚障害者情報総合ネットワーク「サピエ」と点字図書館等の関係図

サピエ
システム管理：日本点字図書館

運営：全国視覚障害者情報提供施設協会

マラケシュ条約
加盟国のAE
（Authorized 

Entity）

電子データの
国間で交換

視覚障害者情報総合ネットワーク「サピエ」

厚－４
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障害者ICTサポート総合推進事業の概要

障害者等の情報通信技術（ICT）の利用機会の拡大や活用能力の向上を図り、情報へのアクセスを円滑に行えるよう支
援することにより、障害者の自立と社会参加の促進を目的とする。

目 的

都道府県、指定都市及び中核市（令和３年度実施自治体：40都道府県、５指定都市、２中核市）

実施主体

障害者の情報アクセシビリティの向上のため、以下の事業を実施する。
（１） 障害者に対するICT機器の紹介や貸出、また利用に係る相談等を行う総合的なサービス拠点
（「ICTサポートセンター」等）を設置し運営する事業
◆例・・・聴覚障害者が参加する会議などへヒアリングループの貸出、障害者のパソコン利用に関する相談会の開催 等

（２） 障害者に対し、サピエ（※）等のインターネットを通じたサービスの利活用や、ICT機器の操作についての支援を行う
パソコンボランティアの養成・派遣を行う事業
◆例・・・パソコンボランティアが障害者の自宅へ訪問し、実際に使用する機器を使用しながらの利用支援

地域の住民を対象としたパソコンボランティアの養成研修会の開催 等

（３） 視覚障害者等の地域生活を支援するため、地域の広報誌やイベント案内などの地域情報を音声や点字などの利用
しやすい媒体に加工しサピエ（※）等の障害者がアクセスしやすいネットワークにアップロードする事業
◆例・・・視覚障害者情報提供施設と連携し、地域生活において必要な情報をサピエへアップロードを行う 等

（※）･･･視覚障害者情報総合ネットワーク

事業内容

令和４年度予算額：地域生活支援事業費等補助金（※）（518億円）の内数 国庫補助率：１／２
（※）地域の特性や利用者の状況に応じ、実施主体が柔軟な形態により様々な事業を実施する。

厚－５
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事業のイメージ

障害者等のICT機器の利用機会の拡大や活用能力の向上を目的として、各自治体が設置するICTサポートセンター（ ICT機器の紹介や貸
出、利用に係る相談等を行う拠点：地域生活支援事業等）の活動を支援する「ICTサポートセンター連携事務局」を設置し、ICTサポートセン
ターにおける取組の好事例の横展開、情報の共有機会の提供等により、地域における障害者のICT機器利用に関する相談体制等の充実を
図る。

○ 全国連絡会議の実施
○ ICTサポートセンターに対する支援
○ ICT機器に関する情報収集・発信
○ 関係機関との連携
○ センター未設置自治体への支援
○ その他必要な取組

ＩＣＴサポートセンター
連携事務局

A県ICTサポートセンター

ICTサポートセンター設置自治体

ICT機器の
紹介・貸出

ICT機器利用相談
利用支援団
体の紹介

視聴覚障害者情報提供施設、
障害当事者団体、メーカー、
パソコンボランティア 等

連携

市町村障害担当

身近な相談
窓口支援

WEBによる情報提供
ICT機器の展示、
体験利用

障害者、そのご家族等
○PC、スマホ、ネット等の利用において、
・自分に適した機器を知りたい
・基礎的な使い方を知りたい
・便利な利用方法がわからない
○ＩCＴ機器を使った社会参加活動がしたい
○障害により会話が困難となった友人とコミュニケーションがし
たい など

後方支援

障害者等のＩＣＴ機器利用支援事業

厚－６
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第8回視覚障害者等の読書環境の整備の推進に係る関係者協議会資料（関係省庁等）

所属

基本計画
資料番

号

①

Ⅲ.７   アクセ
シブルな電子
書籍等・端末
機器等に係る
先端的技術等
の研究開発の
推進等（第16

条関係）

総―1

令和3年度までの取組 成果 令和４年度（から）の取組 目標

省庁等 総務省
情報流通行政局情報流通振興課

情報活用支援室
役職・氏名 課長補佐　田中　智大

　ICT分野の情報バリアフリー促進支援事業を通
じて、アクセシブルな電子書籍等・端末機器等を含
む障害者等の利便の増進に資するICT機器・サー
ビスの技術開発の促進や、技術的な課題の解決に
資する調査研究等を実施。【資料：総ー1】

　令和３年度のICT分野の情報
バリアフリー促進支援事業を通
じて、障害者等の利便の増進に
資するICT機器・サービスの技
術開発等を実施(助成件数９
件）。

　引き続き、ICT分野の情報バリアフリー促進支援
事業通じて、アクセシブルな電子書籍等・端末機器
等を含む障害者等の利便の増進に資するICT機
器・サービスの技術開発の促進や、技術的な課題
の解決に資する調査研究等を実施予定。

　障害者等の利便の増進に資する
ICT機器・サービスの技術開発の
成果の社会実装による情報バリア
フリー環境の整備（先進的なICT
機器の社会実装、サービス高度化
等）

課題・補足
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通信・放送分野における情報バリアフリー促進支援事業

 デジタル・ディバイドを解消し、障害者や高齢者を含めた、誰もがＩＣＴによる恩恵を享受できる情報バリアフリー環境
を実現するため、以下の助成を実施。

①デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発

本省 高齢者・障害者の利便の増進に資する通信・放送サービスの充実に向けた、新たなＩＣＴ機器・サービスの研究開発を行う
者に対し、経費の２分の１（最大3000万円）を上限として助成金を交付。

② 情報バリアフリー通信・放送役務提供・開発推進助成金

NICT 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）を通じ、身体障害者の利便の増進に資する通信・放送役務の提供を
行う者に対し、経費の２分の１を上限として助成金を交付。

モバイル型情報保障サービス（e-ミミ）

聴覚障害者の学びを支援するため、高等学校・大学及び講習会・セミ
ナーへの、遠隔地からのパソコン文字通訳 （要約筆記）による文字情
報の配信提供。

②
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
使
っ
て
、
会
場
内
の
利
用
者

が
持
っ
て
い
る
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

に
字
幕
と
し
て
表
示
。

①
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
通
し
て
送
ら
れ
た

会
場
内
の
音
声
を
文
字
へ
変
換
。

駅構内を想定した視覚障害者の歩行誘導サービスの研究開発

地下鉄の駅構内に設置したQRコードからの情報とメガネ型ウェアラブルデバイ
ス から得た情報をスマートフォンで統合し、クラウドサービスを利用しながら、道案
内、駅構内情報、危険回避、さらには広告の提示などを実現

（参考）助成事例

令和４年度予算額 １３０百万円

総－1
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対象事業者 対象事業名

１ 日本ユニシス株式会社 AIを用いた手話動画認識による手話学習支援アプリの研究開発

２ イースト株式会社
機械学習を活用した非アクセシブルなPDF 文書の構造化とテキスト抽出に
関する研究開発

３ 株式会社ポニーキャニオン 視覚障害者・ディスレクシアのための音声を使った読書方法の研究開発 ※

４ エヴィクサー株式会社 ユーザー操作ゼロを目指した音声ガイド機の研究開発

デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発

情報バリアフリー通信・放送役務提供・開発推進助成金

対象事業者 対象事業名

１ 株式会社アイエスゲート
がん・がん検診に関する聴覚障害者向けプッシュ型情報提供システムの開
発及び環境構築

２ 株式会社アイセック・ジャパン 聴覚障害者向けライブ字幕サービス

３ 合同会社シーコミュ 聴覚障害者向け 字幕電話

４ 株式会社ＳｏｗｏｎＳｏｆｔ らくらくトーク音声認識

５ 特定非営利活動法人メディア・
アクセス・サポートセンター

映画・映像・舞台芸術・防災等に対応したクラウド型情報保障サービスの
提供

R３年度採択事業

※視覚障害者等の読書環境整備推進に係る助成事例

総－1
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第8回視覚障害者等の読書環境の整備の推進に係る関係者協議会資料（関係省庁等）

所属

基本計画 資料番号

①

Ⅲ.１（第９条
関係）（１）ア
クセシブルな
書籍等の充

実

国図ー１

②

Ⅲ.１（第９条
関係）（１）ア
クセシブルな
書籍等の充

実

③

Ⅲ.２   イン
ターネットを
利用したサー
ビスの提供
体制の強化
（第10条関

連）

令和3年度までの取組 成果 令和４年度（から）の取組 目標

省庁等 国立国会図書館 総務部 役職・氏名 主任参事　小澤弘太

【国立国会図書館での製作及び他機関製作
分の収集】
・他機関では製作が困難な学術文献につい
て、視覚障害者等向け録音図書やテキスト
データを製作
・公共図書館、大学図書館等のデータ提供館
から視覚障害者等用データを収集

・デジタル化資料のOCRテキスト化事業の
実施
・オープンソースで公開可能なOCRの研究
開発も併せて実施

令和3年度について、視覚障害者等向け録音図書（DAISY仕様）を11
タイトル(390時間分）製作した。また、テキストデータの製作を本格的
に開始し、51タイトルの校正済テキストデータと123タイトルの未校正
テキストデータを製作した。また、公共図書館、大学図書館等のデータ
提供館114館から、計4,037件の視覚障害者等用データを収集した。
結果、令和3年度末時点では、34,757件のデータを提供している。内
訳は以下のとおり。
・音声DAISY 30,604件
・マルチメディアDAISY 661件
・電子書籍（EPUB）101件
・音声付き電子書籍（EPUB）1件
・透明テキスト付PDF 253件
・Word（DOCX）214件
・プレーンテキスト（TXT）482件
・点字データ 2,378件

さらに、令和2年度補正予算（第3号）により、当館がこれまでにデジタ
ル化した資料のOCRによる全文テキストデータ作成を行った（図書、
雑誌、博士論文等約247万冊分が対象）。また、今後のテキスト化の精
度を高めるためにデジタル化資料に特化したOCRの研究開発を行
い、プログラムを公開した。

他機関では製作が困難な学術文献につ
いて、視覚障害者等向け録音図書
（DAISY仕様）及びテキストデータの製
作を継続する。令和4年度予算は55百
万円。

OCRにより作成した全文テキストデータ
の視覚障害者等サービスへの利活用に
ついて、現在関係者と調整中【別添資料
1】。また、デジタル化資料に特化した
OCRの研究開発は、令和3年度補正予
算（第1号）により継続して実施する想定
である。

＜令和4年度の目標＞
・視覚障害者等向け録音図書
（DAISY仕様）を360時間分、校
正済テキストデータを50タイトル
製作
・公共図書館等のデータ提供館か
ら3,000件の視覚障害者等用
データを収集
・全文テキストデータの視覚障害
者等サービスへの利活用の開始

【図書館等におけるテキストデータ製作支援
の実験の取組】
国立国会図書館の共同校正システムを用い
て、日本点字図書館等の参加機関がテキス
トDAISY等を製作（アクセシブルな電子書
籍製作実験プロジェクト）

令和3年度について、国立国会図書館の共同校正システムを用いて、
日本点字図書館等の参加機関が489点のテキストDAISY等を製作し
た。

引き続き、参加機関によるテキストデー
タ製作を支援するとともに、公共図書館
等におけるテキストデータ製作支援の枠
組みを検討する。

＜令和4年度の目標＞
公共図書館におけるテキストデー
タ製作に関するヒアリングを実施

【各インターネットサービスの周知】
国立国会図書館が提供するインターネット
サービス、サピエ図書館等について、研修等
の機会を通じて周知

令和3年度について、視覚障害者等用データ送信サービスへの参加の
促進及び参加館による同サービスのさらなる活用を図るため、公共図
書館職員を対象とした説明会を初めて開催した。参加者は88館から
107名。
また、公共図書館、大学図書館等で障害者サービスを担当する司書・
職員を対象とした障害者サービス担当職員向け講座を、オンライン形
式で実施した（日本図書館協会と共催）。本講座は講義及び体験講座
からなり、国立国会図書館の視覚障害者等用データ送信サービス及び
国立国会図書館サーチ障害者向け資料検索、サピエ図書館について周
知を図った。参加者は講義223名、体験講座47名。
さらに、国際子ども図書館において、公共図書館関係者、学校図書館
関係者を対象とした講演「デジタル化で進める読書のバリアフリー　―
児童サービスの現場にできること」のオンライン配信を11月に開始し
た。視覚障害者等用データ送信サービスやサピエ図書館の概要も紹介
している。

公共図書館、大学図書館等で障害者サー
ビスを担当する司書・職員を対象とした
障害者サービス担当職員向け講座を引
き続き実施予定。

＜令和4年度の目標＞
障害者サービス担当職員向け講座
を昨年と同規模の定員（講義200
名、体験講座40名）で実施
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④

Ⅲ.４　アクセ
シブルな電
子書籍等の
販売等の促
進等（第12

条関連）

国図ー２

⑤

Ⅲ.５   外国
からのアクセ
シブルな電
子書籍等の
入手のため
の環境整備
（第13条関

係）

⑥

Ⅲ.８（第17
条関係）（１）
司書、司書教
諭・学校司

書、職員等の
資質向上

課題・補足

【民間電子書籍サービスについて、図書館に
おける適切な基準の整理】
令和3年度に「図書館におけるアクセシブル
な電子書籍サービスに関する検討会」を立
ち上げ

令和3年度について、基準（ガイドライン）の検討に先立ち、障害者団体
やベンダーからのヒアリング等により、出席者間で基礎的な情報を共
有することを目的として、計4回（6月22日、10月5日、1月25日、3
月11日）の会議を開催した。4回の検討会での議論を通じ、「令和3年
度報告書（案）」 をまとめた。

以下のように想定
＜令和4年度＞
・「図書館におけるアクセシブルな電子書
籍サービスに関する検討会」の継続開催
・令和3年度の検討を踏まえ、基準（ガイ
ドライン）の素案作成
・基準（ガイドライン）の周知・普及方法に
ついて検討

＜令和5年度＞
・素案を適宜見直し、成案として一般公
開、周知・普及

＜令和6年度＞
・基準（ガイドライン）を更新

＜令和4年度の目標＞
民間電子書籍サービスについて、
図書館における適切な基準（ガイ
ドライン）の素案作成

【マラケシュ条約に基づく視覚障害者等用
データの国際交換サービスの実施】
外国で製作されたアクセシブルな電子書籍
等の円滑な入手及び国内で製作されたアク
セシブルな電子書籍等の外国への提供を促
進

令和3年度について、2個人の依頼を受けて、外国で製作された点字
データ、音声DAISY等7タイトルを2か国から収集した。

引き続き、マラケシュ条約に基づく視覚
障害者等用データの国際交換サービス
を着実に実施する。

＜令和4年度の目標＞
研修等を通じた、図書館等に対す
る国際交換サービスの周知

【司書等を対象とした研修の実施】
国立国会図書館が提供するインターネット
サービス、サピエ図書館等について、研修等
の機会を通じて周知

各種図書館で障害者サービスを担当する司書・職員を対象とした講
座・講演を実施・提供した。
※詳細は③を参照。

公共図書館、大学図書館等で障害者サー
ビスを担当する司書・職員を対象とした
障害者サービス担当職員向け講座を引
き続き実施予定。

＜令和4年度の目標＞
障害者サービス担当職員向け講座
を昨年と同規模の定員（講義200
名、体験講座40名）で実施
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視覚障害者等用データ送信サービスを通じた
視覚障害者等への全文テキストデータの提供

趣旨:
国立国会図書館（以下「当館」という。）では、読書バリアフリー法に掲げるアクセシブルな電子書
籍等の量的拡充に資するため、以下のとおり、当館のデジタル化資料から作成する全文テキストデー
タ（以下「全文テキストデータ」という。）について、当館のサービスを通じて視覚障害者等に提供
する方向で検討・調整中である。

事業内容:
１．全文テキストデータの概要

当館が「国立国会図書館デジタルコレクション」を通じて提供するデジタル化資料（画像デー
タ）からOCR（光学的文字認識）処理を行い、作成したテキストデータ。テキストデータの作成
対象となったデジタル化資料は、図書、雑誌、博士論文等約247万冊分。下記はそのうちの代表
的な資料群。
 図書:1968年までに受け入れた図書のほか、震災・災害関係資料の一部（1968年以降に受

け入れたものを含む）約97万点
 雑誌:明治期以降に刊行された雑誌（刊行後5年以上経過したもの）約1万タイトル（約133

万点）

２．全文テキストデータの視覚障害者等への提供方法（想定）
(1) 提供プラットフォーム
視覚障害者等用データ送信サービス（右図を参照）
で提供する想定。同サービスは、著作権法第37条
に基づき、当館と図書館等が視覚障害者等のために
製作した電子データ（DAISYデータ、点字データ
及びテキストデータ）を、インターネットを通じて
送信するサービス。平成26年1月に開始した。

国図ー1
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視覚障害者等用データ送信サービスを通じた
視覚障害者等への全文テキストデータの提供

事業内容（続き）:
(2) 提供方法
OCR処理を行ったものを、未校正のまま提供する。
全文テキストデータの冒頭には、同データが著作権法第37条第3項の規定に基づき、視覚障害者
等に限定して提供するために製作されたものであり視覚障害者等以外への提供はできないこと及
び校正されていないテキストデータである旨の文言を挿入する。

(3) サービスの利用対象者
① 視覚障害者等に該当する者として当館が確認した上で同サービスの利用者登録をした個人
② 視覚障害者等へのサービス提供体制が整備されていることを書面により当館が確認し、サー

ビスを利用することを承認した図書館等

(4) 提供対象からの除外【調整中】
著作権法第37条第3項ただし書に基づき、下記の除外基準・確認手続きにより提供対象から除外
する。
＜除外基準＞

スクリーンリーダーによる読み上げ（Text to Speech（TTS））に対応している等、視覚障害
者等が利用する支援技術を通じて利用できる方式で当該資料又は同内容の著作物の電子書籍が、
電子書籍市場、出版者のホームページ等で流通している場合等に、除外することを想定。

＜ただし書き該当データの確認に係る手続＞
当館による入手可能性調査（日本出版インフラセンター出版情報登録センター（JPRO）が公
開しているデータベースを用いる想定）、出版者による事前確認手続き等を経て提供を開始す
る。提供開始後も、出版者から該当データに関する申出を受け付ける。
＊事前・事後確認手続に用いる「提供（候補）資料リスト」を当館ホームページで公開する。

国図ー1
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「図書館におけるアクセシブルな電子書籍サービスに関する検討会」
における令和3年度の検討状況について

趣旨:
国立国会図書館では、「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する基本的な計画」に定められた担
当施策「音声読み上げ機能（ＴＴＳ）等に対応したアクセシブルな電子書籍等を提供する民間電子書籍
サービスについて、関係団体の協力を得つつ図書館における適切な基準の整理等を行い、図書館への導
入を支援する。」を進めるために、令和3年度に「図書館におけるアクセシブルな電子書籍サービスに
関する検討会」を立ち上げ、検討を進めてきた。来年度も検討を継続する。

事業内容:
１．検討会の概要
(1) 目的
サービス事業者側及びユーザ側の関係者の相互理解を踏まえ、公共図書館、大学図書館、学校
図書館がアクセシブルな民間の電子図書館を調達・導入する際に参照し、電子図書館ベンダーが
サービスを開発する際に参照しうる基準（ガイドライン）を作成する。

(2) 運営
参加メンバーは別紙参照。サービス事業者側、ユーザ側の各関係団体の代表からなる。座⾧は近

藤武夫東京大学先端科学技術研究センター准教授（R4年度以降教授）、座⾧代理は植村八潮専修
大学教授が務める。

検討会の庶務は、文部科学省総合教育政策局地域学習推進課及び同省研究振興局参事官（情報担
当）付学術基盤整備室と連携して、国立国会図書館総務部企画課が行う。

検討会の進捗状況は、適宜事務局から視覚障害者等の読書環境の整備の推進に係る関係者協議会
に報告する（本日）。

２．令和3年度の開催・検討状況
基準（ガイドライン）の検討に先立ち、障害者団体やベンダーからのヒアリング等により、出席者間
で基礎的な情報を共有することを目的として、計4回（6月22日、10月5日、1月25日、3月11日）の
会議を開催した。4回の検討会での議論を通じ、「令和3年度報告書」 をまとめた。

国図－2
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「図書館におけるアクセシブルな電子書籍サービスに関する検討会」
における令和3年度の検討状況について

３．今年度の検討会の活動により得られた知見・課題（「令和3年度報告書」の要約）
(1) 電子図書館の現状・課題（図書館関係者からのヒアリング及びサービス提供事業者を対象として

実施したアンケートから得られた知見）
電子図書館を導入済みの館の中には、様々な工夫をしつつ障害者への提供を試みている館もあった。
ただし、現状の電子図書館には、アクセシビリティ対応という点で各種の課題がある。
Webサイトが十分にアクセシブルではなく、探している資料に行き着くのが難しい。また、電子書籍に

適切なメタデータが付与されていないため、アクセシブルな資料であるか否かが事前には分からず、絞
り込み等もできない。

ビューアのアクセシビリティ機能は、全ての利用環境（ブラウザ／アプリ）、全てのコンテンツで利用
できる訳ではない。スクリーンリーダーでは操作できない機能もある。

提供されているコンテンツのうち、音声読み上げ可能なタイトルはごく一部である。
(2) 障害者のニーズ（視覚障害者等を対象として実施したアンケートから得られた知見）
障害者の読書ニーズは、紙媒体から電子書籍、オーディオブックに移りつつある。
「これまでに読んだ本の形式」と「これから読みたい本の形式」を比較したところ、「紙に印刷されて

いる本」「紙の点字」については、これまでにこの形式で読んだ人数に比べて、今後この形式で読みた
いと答えた人数が少なかった。逆に、「電子書籍（ＥＰＵＢ等）」及び「オーディオブック」について
は、今後この形式で読みたいと答えた人数の方が多かった。

ビューアのアクセシビリティ機能のうち、音声読み上げ機能は、障害の種別を問わず、障害者の要
望が最も高い。
アクセシビリティ機能ごとに見ると、全ての障害種別において、音声読み上げが、「備えて欲しい」と

回答した人数が最も多かった。次点は障害種別によって異なり、全盲では詳細読み、ロービジョン及び
上肢障害・全身障害では文字の拡大、ディスレクシアでは文字間・行間の調整となった。なお、全体的
にはニーズが必ずしも高くない機能（ハイライト、縦横の変換、分かち書き、点字ディスプレイへの表
示等）であっても、特定の障害種別においては一定の割合でのニーズがあることには注意が必要である。

(3) 電子図書館の利用促進
電子図書館の障害者による利用を促進するためには、図書館による電子書籍への理解と対応（選書
基準、契約モデル等）、他機関との連携、広報等が必要である。

国図－2
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「図書館におけるアクセシブルな電子書籍サービスに関する検討会」
における令和3年度の検討状況について

４．課題整理とロードマップ
(1) ビューアのアクセシビリティ機能の優先度
既述のように、令和3年度に実施した調査の結果、アクセシビリティ機能のうち重要度、優先度にお
いて音声読み上げに対するニーズが最も高いことが判明した。そこで、短期的目標としてまずは音声
読み上げについて取り組むこととし、その他のアクセシビリティ機能については中⾧期的目標とする。

(2) ロードマップ
令和4年度は、検討会を継続し（年4回程度開催予定）、令和3年度の成果から得た知見を踏まえ、基
準（ガイドライン）の素案を作成する。
--------------------------------------------------------------------------------------
令和4年度
「図書館におけるアクセシブルな電子書籍サービスに関する検討会」の継続開催
令和3年度の検討を踏まえ、基準（ガイドライン）の素案作成
基準（ガイドライン）の周知・普及方法について検討

令和5年度
素案を適宜見直し、成案として一般公開、周知・普及

令和6年度
基準（ガイドライン）を更新

--------------------------------------------------------------------------------------

⇒令和3年度報告書は、https://ndl.go.jp/jp/support/report2021.html に掲載済み。

国図－2
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【別紙】図書館におけるアクセシブルな電子書籍サービスに関する検討会関係者名簿

＜有識者・関係者団体＞
阿部 一彦 日本身体障害者団体連合会会⾧
粟野 健一 日本発達障害ネットワーク理事
植村 八潮 専修大学教授（座⾧代理）
宇野 和博 日本弱視者ネットワーク教育担当役員
近藤 武夫 東京大学先端科学技術研究センター准教授（座⾧）
佐藤 聖一 日本図書館協会障害者サービス委員会委員⾧
鈴木 直人 電子出版制作・流通協議会事務局⾧
田中 敏隆 日本書籍出版協会AB（アクセシブル・ブックス）委員会委員
冨倉 由樹央 日本電子書籍出版社協会法務委員会委員⾧（第1回～第3回）

一般社団法人デジタル出版者連盟協会法務委員会委員⾧（第4回）
三宅 隆 日本視覚障害者団体連合組織部⾧
見形 信子 DPI日本会議会員

＜事務局＞
国立国会図書館総務部企画課

＜関係省庁等（オブザーバー）＞
横井 理夫 文部科学省総合教育政策局地域学習推進課⾧（第1回、第2回）
根本 幸枝 文部科学省総合教育政策局地域学習推進課⾧（第3回、第4回）
三宅 隆悟 文部科学省研究振興局参事官（情報担当）付学術基盤整備室⾧
高木 美香 経済産業省商務情報政策局コンテンツ産業課⾧
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第8回視覚障害者等の読書環境の整備の推進に係る関係者協議会資料（関係省庁等）

所属

基本計画
資料
番号

①

Ⅲ.３（第11条
第１項関係）
（２）出版者か
らの製作者に
対する電磁的
記録等の提供
の促進のため
の環境整備へ
の支援

②

Ⅲ.４　アクセ
シブルな電子
書籍等の販売
等の促進等
（第12条関
連）

③

Ⅲ.４（第12条
関連）（３）出
版者から書籍
購入者に対す
る電磁的記録
等の提供の促
進のための環
境整備に関す
る検討への支
援

省庁等 経済産業省 商務情報政策局コンテンツ産業課 役職・氏名 課長補佐　冨田智

成果 令和４年度（から）の取組 目標

課題・補足
・法第12条関連のABSCから視覚障害者等への電子データの提供においては、視覚障害者等へのきめ細やかなサービスの提供のためにもABSCと視覚障害者等の間
に受け皿機関が必要であり、受け皿機関の設置については、関係者協議会において出版関係者を超えた議論が必要

令和3年度までの取組

経ー１

１．令和２年度に策定したロードマップ及びアクショ
ンプランの実行

（１）総合的なデータベースの構築
（２）電子書籍（リフロー形式）の基準の検討
（３）サポートセンターの設置・運営
（４）テキストデータ抽出等に関する基準の検討

２．電子書籍等の製作及び販売等の促進、出版者
からのテキストデータ等の提供促進を図るための
方策に関する調査

（１）書籍等印刷データからテキストデータ等の作成
に関する実証事業
（２）視覚障害者等へのヒアリング
（３）読書バリアフリー環境整備のための電子書籍
市場等の拡大に関する検討会の実施

３．読書バリアフリーに関する国や出版業界の取組
の普及・啓発

１．令和２年度に策定したロードマップ
及びアクションプランの実行

・関係主体により読書バリアフリー環
境に向けて具体的に検討されてお
り、各アクションが実現に向けて取り
組まれていることが確認できた。

２．電子書籍等の製作及び販売等の
促進、出版者からのテキストデータ等
の提供促進を図るための方策に関す
る調査

・実証事業やヒアリング調査、先行事
例との意見交換を通じて、特に第１２
条関連の電子データの提供において
は、視覚障害者等へのきめ細やかな
サービスの提供のためにもABSCと
視覚障害者等の間に受け皿機関が必
要ではないかとの結論に至った。

３．読書バリアフリーに関する国や出
版業界の取組の普及・啓発

・啓発事業として令和４年３月２５日よ
りオンラインイベント「出版業界による
読書バリアフリー対応のいまとこれか
ら」を開催し、配信。

１．ロードマップ及びアクションプランの実行

（１）総合的なデータベースの構築
・各出版社へのデータベースへのデータ入力の協
力要請
・JPROデータベース自体のアクセシビリティ改善

（２）電子書籍（リフロー形式）の基準の検討
・TTS推進会議においてTTS読み上げの課題の整
理

（３）サポートセンターの設置・運営
・関係団体との連携の協議及び規約・契約などの
策定

（４）テキストデータ抽出等に関する基準の検討
・基準のプロトタイプの作成を目指す

２．調査・検討会の継続実施
・読書バリアフリー環境の整備に向けて、出版関係
者の意見を集約し、施策を推進していくための場
を引き続き設置・運営する。
・令和２年度に策定したロードマップ・アクションプ
ランの進捗状況を確認するとともに、読書バリアフ
リー環境の一層の整備に向けて、出版関係者の検
討課題となっている項目について調査するととも
に、検討会において議論。必要に応じてロードマッ
プ・アクションプランを見直す。

１．ロードマップ及びアクションプラ
ン

（１）総合的なデータベースの構築
令和４～５年度：データベース内の
段階的なコンテンツの充実

（２）電子書籍（リフロー形式）の基
準の検討
令和５年度：基準案の作成

（３）サポートセンターの設置・運営
令和５年度：ABSCを設置し、出版
者からの電子データ等の提供を開
始

（４）テキストデータ抽出等に関す
る基準の検討
令和５年度：電子データ抽出やその
運用に関する基準の整備
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令和４年６月 

経済産業省 

「読書バリアフリー環境に向けた電子書籍市場の拡大等に関する調査」（令和３年度） 

令和２年度に引き続き、電子書籍等の製作及び販売等の促進並びに出版者からのテキス

トデータ提供の促進を図るため、その障壁となる様々な課題を抽出するための調査を実施

し取りまとめるとともに、読書バリアフリーに関する国や出版業界の取組について、出版

関係者や視覚障害者等をはじめとした一般消費者等への普及・啓発を実施した。 

１．ロードマップ・アクションプランの進捗状況 

「読書バリアフリー環境整備のための電子書籍市場等の拡大に関する検討会」におい

て、令和２年度に策定したロードマップ及び各アクションプランの進捗状況を確認し

た。 

（１）総合的なデータベースの構築

・日本出版インフラセンター（JPO）が有する出版情報登録センター（JPRO）データ

ベースの改修により、電子書籍・オーディオブックなどのアクセシブルな書籍のデ

ータが紐付けられ、Books に反映できるように改修を実施。

・令和３年 12 月 9 日に JPO による出版関係者への説明会が実施され、令和４年 1 月

20 日より運用開始。

（２）電子書籍（リフロー形式）の基準の検討

・出版業界として令和３年度に立ち上げたアクセシブルブックサポートセンター

（ABSC）準備会内に「ＴＴＳ推進ワーキンググループ」（権利者・出版者・配信事

業者、研究者等によって構成される会議体）を設置。

・TTS の読み上げにおける課題も多いことも確認されたため、令和４年度には、①本

文中の外字・異字体の取り扱い方、②図表の取り扱い方、③数式等の高度な専門性

がある表現の取り扱い方と段階を区切って整理を行うこととなった。

（３）サポートセンターの設置・運営

・令和３年６月に JPO 総会で出版業界によって ABSC の設立に向けた ABSC 準備会

を立ち上げることが承認され、ABSC 準備会の活動を開始。

経―１ 
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・令和３年１０月には ABSC 準備会から各出版社に対して、「読書バリアフリー法に

対応する＜ABSC 連絡窓口＞設置のお願い」を案内。

・ABSC の実現化に向けて、経済産業省の検討会において、電子データの提供方向性

（案）を取りまとめた。

（４）テキストデータ抽出等に関する基準の検討

・基準策定に向けた情報収集と課題抽出として、テキストデータ等の作成に関する実

証事業及び視覚障害者等へのヒアリングを実施。（２．（１）（２）参照）

・経済産業省の検討会において、先行事例として、教科書協会より「教科書バリアフ

リー法」での教科書の電磁的記録の提供等の対応状況について発表いただいた。

２．電子書籍等の製作及び販売等の促進、出版者からのテキストデータ等の提供促進を図

るための方策に関する調査 

  出版社におけるテキストデータの抽出方法やそれにかかる人的・金銭的コストを算出

するための実証事業を実施。また、視覚障害者等の団体より読者の立場からの現状と課

題、今後さらに利用しやすい電子書籍等の普及・提供を推進するために求められること

についてヒアリング調査を実施した。 

（１）書籍等印刷データからテキストデータ等の作成に関する実証事業

・出版者からの協力を得て、様々なレイアウトの書籍等の印刷データからテキストデ

ータ化に関する実証事業を実施。テキストデータ等の作成に係る作業時間や費用等

の評価（データ抽出、校正、構造化の一連の作業時間や費用等の測定、作業場の課

題の整理）を実施した。

・出版社各社やレイアウトにより、テキストデータ等の抽出に係る人的・金銭的コス

トに大きな違いがあるということが明らかとなった。

（２）視覚障害者等へのヒアリング

・読者の立場から現状と課題、今後さらに利用しやすい電子書籍等の普及・提供を推

進するために求められること等について視覚障害者等当事者団体や図書館等にヒア

リング調査を実施した。

・ヒアリングの結果から、視覚障害者等というくくりの中でも、障害の種類によって

ニーズが大きく異なることが明らかとなった。

・他方で、視覚障害においては既に TTS のユーザーもおり、データベースの期待感な

どもあり、上肢障害においてもタッチで読めることやディスレクシアにとってもフ
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ォントや背景色を選択できるといった観点からリフロー型電子書籍の要望も高いと

いうことも明らかとなった。 

（３）読書バリアフリー環境整備のための電子書籍市場等の拡大に関する検討会の実施

・基本的にはリフロー型の電子書籍の拡大を基本としつつ、対応できないものは電子

データの提供が必要であるとの結論に至った。

・また、電子データの提供については、「電子データ提供の方向性（案）」として取り

まとめ、出版者と特定（電子）書籍製作者や視覚障害者等を取り次ぐ機関として出

版業界により ABSC の設立に向けて準備を進めることとなった。ただし、法第 12

条関係の書籍購入者への電子データの提供においては、視覚障害者等へのきめ細や

かなサービスの提供のためにも ABSC と視覚障害者等の間の受け皿機関が必要では

ないかとの結論に至った。

【電子データ提供の方向性（案）】 

・読書バリアフリー法第 11 条第 2 項（特定書籍及び特定電子書籍等の製作の支

援）・第 12 条（視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等の販売等の促進等におけ

る電磁的記録の提供）に基づく電子データ（電磁的記録） の提供は、以下の流れ

を想定する。

・第 11 条第 2 項では、特定（電子）書籍等製作者が ABSC に連絡し、ABSC から

各出版社に電子データ等の取次をする。第 12 条では、視覚障害者等が受け皿機

関（※要検討）に連絡し、受け皿機関が一元的に ABSC に各出版社への取次を依

頼することを想定する。

・いずれの場合でも、①市場、国立国会図書館及びサピエ図書館に視覚障害者等へ

の資料等が存在しないこと、②提供されたデータは視覚障害者等用の資料作成に

のみ用いられること、③データ提供を依頼する書籍等の購入が前提となる。

・出版社、ABSC から障害者団体等への提供様式は「電子データ（電磁的記録）」と

する。電子データの流出を抑制するため、第 11 条第 2 項では、特定（電子）書

籍等製作者との契約、第 12 条では、出版社-ABSC-受け皿機関との契約、受け皿

機関と障害者の間での覚書を締結することで担保する。
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図表１：読書バリアフリー法第１１条第２項に基づく電子データの提供スキーム 

図表２：読書バリアフリー法第１２条に基づく電子データの提供スキーム 

３．読書バリアフリーに関する国や出版業界の取組の普及・啓発 

・令和４年３月２５日よりオンラインイベント「出版業界による読書バリアフリー対

応のいまとこれから」（主催：経済産業省、協力：（公財）文字・活字文化推進機

構、（一社）出版文化産業振興財団）を開催し、Youtube などで配信。
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【参考】 

経済産業省「令和３年度 読書バリアフリー環境に向けた電子書籍市場の拡大等に関す

る調査報告書」 

（URL） 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/contents/downloadfiles/report/

dokubarireport2022.pdf 
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